【厚生労働省：6月25日　11：00～12：00】

厚生労働省：雇用均等・児童家庭局・雇用均等政策課新垣担当官、関係局・担当課から7人が出席

自治労：徳茂副委員長、中島健康福祉局長
徳茂副委員長より今回の要請の趣旨について説明し、要請書（別紙参照）を手渡した。続いて厚生労働省から要請の重点項目について以下の回答があった。
１.　非正規女性労働者、子育てや介護を担う女性労働者、シングルマザー等に対する就労支援、生活支援策の強化すること。
昨年来の経済危機で、非正規労働者、子育てや介護を担う女性労働者の就労事情が厳しさを増していることは認識している。シングルマザーへの就労支援などについては、きめ細かな対応が必要と考えている。補正予算でもシングルマザーを採用した事業主に賃金の一部を助成するなどの措置を盛り込んだところ。また、「マザーズハローワーク」を設け全国的に展開し、自治体とも連携しながら就労支援を強化したい。

２.（1）②間接差別禁止の基準は限定列挙ではなく例示列挙とし、どのようなことが間接差別に当たるかは「指針」で広く示すこと。
　間接差別の基準を広く示す必要があるとの意見は多いが、間接差別自体の概念が周知されていない。当面は、推移をみていきたいが改正均等法の附帯決議で5年後の見直しが盛り込まれていることから、このような意見をいただきながら検討を進めていく。
2．②医療・福祉等の職場におけるセクシュアル・ハラスメントや職場暴力の実態を把握し、事業主が講ずべき措置に関する指針の充実をかること。

　看護師等のセクシュアル・ハラスメントの実態に対して、看護協会で指針等を定めて対応している状況は承知している。「事業主が講ずべき措置に関する指針」については、全ての職業に包括的にまとめたものであり、一定の職業を対象にしたものではない。現場実態などを注視していきたい。
4．（1）常用雇用と労働条件の時間比例を原則とする「短時間社員」制度の法制化をはかること。
　短時間の正規社員制度の普及状況は十分ではなく、普及・啓発をはかってきたところ。今年度は、導入事例をモデル的に周知し、導入企業に対する助成などを補正予算で拡充してきた。今後も普及に努めていきたい。
6．（2）自治体の婦人相談員について、非常勤規定を正規職員に改め、人員確保と雇用安定をはかること。
　婦人相談員については、専門研修を行うなど能力開発を進めるとともに、2008年は1018人配置され（2007年が980人）と増加傾向にある。婦人相談員を正規職員規定に改めることは、その1点のみで法改正は困難な状況である。ただ、自治体ごとに常勤で採用している自治体もあり、個々の自治体で常勤職員として採用することを自治体の判断による。

7.　労働組合におけるポジティブ・アクションを支援すること

労働組合の役員等に性による選考枠を設けることについては労働組合法第5条第2項第5号及び第3号に抵触する恐れがあると考えている。この個別判断についてはそれぞれの労働委員会が判断するものと考える。

これに対し、自治労は次のように質した。

①婦人相談員の非常勤規定は、受け止める自治体には大きなことである。専門的な技能に対して処遇が見合っていない。被害者に対する相談の人権を守る業務に携わる婦人相談員の人権が守れないのは問題である。抜本的な法改正について、政府としても真剣に考えるべき。
②自治労では、医療現場のセクシュアル・ハラスメントや職場暴力の実態について、約1万人に対して調査を実施した。現在、集計中だが、セクシュアル・ハラスメントなどの被害を受けているとの声が多く届いており、医療従事者の離職防止のために、管理者、患者も含めて周知が必要だ。自治労では、ＩＬＯガイドラインをもとに、看護協会と連携してセクシュアル・ハラスメント防止対策を進めているが、厚生労働省としても対策の具体化をお願いしたい。
③労働組合への女性の参画について、男女共同参画の視点でどう労働組合政策を推進していくのか。男女共同参画基本法では民間の団体に対してもジェンダーバランスを求めている。組織のガバナンスの観点からも、組合でジェンダーバランスをとっていくことは必要である。政府として積極的な支援が必要だ。
これらに対し、厚生労働省は以下のとおり回答した。
①婦人相談員の常勤化は、「売春防止法」が法務省管轄であり明確な回答は難しい。国会でも婦人相談員の正規職員化の見直しが必要との意見もされているが、全体的な議論になっていないのが現状である。だから、何もしないというわけでなく、どのようなことができるか引き続き検討していきたい。
②医療現場でのセクシュアル・ハラスメント等は、現場実態や皆さんの意見を聞きながら、引き続き注視していきたい。

③労働組合法では、労働組合は労働者が自主的に結成するものとしており、行政の介入は民主性・自主性という趣旨に合致しない。組合の構成員の自主性を最大限に尊重する必要があると考える。
最後に、自治労側から、累次の補正予算等の経済対策で生活支援等の総合支援対策が進められているが、自治体側にとっては安定的な財源でないことに危惧がある。必要財源の確保など、難しい課題があるが厚生労働省として、引き続き意見交換を求め、要請を終了した。
